
○建設業就業者： 685万人（H9） → 498万人（H22） → 498万人（H29）

○技術者 ： 41万人（H9） → 31万人（H22） → 31万人（H29）

○技能者 ： 455万人（H9） →   331万人（H22） →  331万人（H29）

○ 建設業就業者は、55歳以上が約34％、29歳以下が約11%と

高齢化が進行し、次世代への技術承継が大きな課題。
※実数ベースでは、建設業就業者数のうち平成28年と比較して

55歳以上が約3万人増加、29歳以下は約1万人減少。

出典：総務省「労働力調査」を基に国土交通省で算出出典：総務省「労働力調査」（暦年平均）を基に国土交通省で算出

技能者等の推移 建設業就業者の高齢化の進行

（※平成２３年データは、東日本大震災の影響により推計値。）

建設業就業者の現状
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年齢階層別の建設技能者数・建設業への入職状況
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○建設業への入職者数は近年増加傾向にあるものの、Ｈ７年のピーク時からは遠い水準

年齢階層別の建設技能者数
出所：総務省「労働力調査」（H29年平均）をもとに国土交通省で推計
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○60歳以上の技能者は全体の約４分の１を占めており、10年後にはその大半が引退することが見込まれる。
○これからの建設業を支える29歳以下の割合は全体の約10％程度。若年入職者の確保・育成が喫緊の課題。
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建設業への入職状況
出所：学校基本調査（文部科学省）をもとに国土交通省で作成



地域別の建設業就業者数の推移

出典：総務省「労働力調査」
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地方部での将来の建設技能者の状況

関東ブロック 東北ブロック

出所：H27.7.28 労働政策審議会 建設専門委員会 資料

将来の技能者不足は地方の方がより深刻

中堅層（団塊ジュニア世代）の技能者が大都市圏に集中 団塊世代の技能者が多い リタイア後、技能者数が大きく減少



建設業男性全労働者等の年間賃金総支給額の推移
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参考：
（資料） 厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（10人以上の常用労働者を雇用する事業所）
※ 年間賃金総支給額＝きまって支給する現金給与額×12＋年間賞与その他特別給与額

（千円）

2012年 2016年 上昇率
建設業男性生産労働者 3,915.7 4,176.8 6.7%
建設業男性全労働者 4,831.7 5,553.2 14.9%
製造業男性生産労働者 4,478.6 4,682.2 4.5%
製造業男性全労働者 5,391.1 5,516.5 2.3%
全産業男性労働者 5,296.8 5,494.3 3.7%



製造業との賃金水準の比較

（2016年）

賃金水準の比較 出所：厚生労働省「賃金構造基本統計調査」

○製造業における年間賃金の前年からの伸び率
は上昇しているが、建設業については年間賃
金の前年からの伸び率が下降している

○建設業における賃金水準は近年は上昇傾向に
あるが、製造業に比べ10％以上低い水準と
なっている。

○製造業の賃金のピークは50～54歳であるこ
とに対し、建設業の賃金ピークは45～49
歳。

○賃金カーブのピーク時期が製造業よりも早く
到来する傾向があり、30代後半でピークの水
準に到達していることから、現場の管理、後
進の指導等のスキルが評価されていない可能
性。
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建設業における離職状況（３年目までの離職率）

平成２６年３月卒

出所：厚生労働省「新規高校卒業就職者の産業別離職状況」「新規大学卒業就職者の産業別離職状況」

平成２７年３月卒

平成２８年３月卒

※平成29年9月発表分のため、平成27年3月卒は3年目の離職者、平成28年3月卒は2,3年目の離職者が存在しない
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○ 建設業の離職率は他産業よりも高く、年々改善しているものの、特に１年目の割合が高くなっている。



上段：「定着達成」企業（N=2249）

下段：「定着未達」企業（N=1228）
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出典：厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成26年度）」出典：厚生労働省「雇用管理現状把握実態調査（平成24年度）」


